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1.序　論

「きつねには穴があり,空の鳥には巣がある-」

といわれるほどであるから,住居がわれわれの日

常生活の内で,衣・食にならぶ重要な関心事なの

は不思議でない。ところが,わが国の住宅事情は

決して良いとはいえない。特に都市地帯について

その感がひとしお強い。自然環境の良し悪Lはひ

とまずおくとしても,一般的な住宅の狭さ,設備

の不完全さ,そして家賃の相対的な高さなどは,

われわれの日常感覚が一致して認めるところであ

ろう。このような居住条件の悪さは,単なる生活

水準の問題ではない。例えば,家族計画は住まい

の広さと独立には立てられないから,住宅問題は

人口の動静と深いかかわりを有し,家族構成や,

ひいては社会構造にも影響をおよぼすであろう。

この論文は,現代の住宅問題について,生活水

準比較の観点から接近し,わが国における住宅事

情を,米国のそれとの関連で把えようと試みたも

のである。分析の力点は,家賃データの吟味と,

住宅水準の比較検討とにおかれる。米国を比較の

対象としたのは,たまたま同国について資料が比

較的豊富なためでもあるが,その他に,水準が異

*　以下に報告するのは,もともと国連を中心とす

るGNE水準の国際,比較プロジェクトとの関連で行な

われた作東の一部である。この作業を進めるに当り,

筆者は山田雄三博士を主査とする研究「日米両国の生

活水準の実質的比較」 (昭和43-45年度日本学術振興

会委託)と,都留重人教授を主査とする研究「生活水

準の国際比較」 (昭和43-45年度文部省科学研究費)

とに連なることによって多くの益を得た。また,一橋

大学経済研究所定例研究会におけるコメントを土台に

して,いくつかの改訂を加えた。ここで使用した資料

については,総理府統計局の永山貞則氏や,一癖大学

経済研究所日本経済統計文献センターのスタッフ諸氏

の教示を受けたところが多t、。記して感謝の意を表す

る。

なるとはいえ,わが国と米国の生活様式には木目通

ずるところも多く,此較を行なう意義があると判

断されたからである。このような作業をしておけ

ば,それを踏み台として,開発途上東国と欧米と

の住宅条件の対比を行なう際に役立つ土ともあろ

つo

住居の木目対的な不足とその条件の恵化とは,忠

速な都市化現象と不可分離である。英国において

この問題が大きく取りあげられた重要な契機は産

業革命に伴なう都市化にあったと考えられるLl),

わが国においても,第1次大戦時の好況によって

大都市における住宅不足が深刻化し,多くの住宅

争議が記録されるに至っている2)。逆に, 1910年

以前の期間について家賃やその他の統計資料がき

わめて得難いのは,本楯的な都市化が未だ生じて

いなかった事実に対応するものかと考えられる。

ところで,近代以降における都市化の現象は,

工業化の進展に伴なって生じたものである。急速

な経済発展は資本蓄積と共に訓練された労働力を

前提とする。米国のごとく発展の初期から労働力

が不足がちだったケースはもとよりだが,わが国

のようにごく最近まで「無制限的」な労働供給を

経験した場合でも,企業家が望む質と量の労働者

を集めるのは必ずしも容易ではなかった。そのひ

とつの障害となったのが住宅問題にはかならない。

発展の初期や急激な産業化に際して,特に熟練労

働力の定着化を目ぎして企業による住宅供給が導

入されるのはこのためである。例えば,米国東部

で初期の紡織工業が動力を水に求めて村奥へ進出

1)ェンゲルスの有名な書物(『住宅問題』)は,この

ような歴史的状況を反映するものとして興味深い0

2)例えば,大阪市〔2軸ま,毎号住宅争議とその調

停について報ずることを,その中心的な課題としてい

たかのごとくである。さらに,第1次大戦前後を期し

て,市営住宅を営なむ試みが表われるようになった。
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した際,労働力を確保するために寄宿舎制を施い

たといわれている。米国労働統計局(B.L.S.)の

調査によると1910年代末期に至ってすら,鉱山

や紡績業を中心にしてかなりの数にのぼる給与住

宅が存在した(第1表)。これらの社宅を提供する

第1表1918年頃の米国社宅状況(1)

〔資料〕 Magnusson 〔8〕 p.ll.

動機をたずねたところ,多数の経営者が「良質の

労働者を定着させるためだ」と答えているのは興

味深い3)。他方,わが国においては,現在に至る

まで各種の給与住宅が存在し,市民の生活を支え

るひとつの礎になっている。そのあり方に関して

反省の声も聞かれるが,都市の住宅事情が大幅に

改善しない限り,給与住宅が姿を消す日は未だ遠

い先のことのように思われる4)0

わが国の住宅事情を考察するに当ってこの他に

見逃せないのは,土地および社会資本との関係で

ある。とくに北米大陸との比較においてみる時に

は,わが国の土地面積の狭隆さが痛切に感じられ

る。わが国では地価の高騰が住宅問題の解決をま

すます困難なものとしており,住宅問題の癌は地

価騰貴だという指摘がなされるくらいである5)。

けれども,土地の問題はそれ自体として独立に取

扱わるべき多くの問題を持っていて,本稿のごと

き小論文のよく対処しうる事柄ではないから,こ

3) Magnusson〔8〕( pp. 15-16, 245-47・

4)現代の米国においては,給与住宅は一般的でな

いように見える。他方,わが国の大都市では,良質の

地方労働力を吸引する方策として社宅を建設する試み

が,最近でも少なくないようである。

5)都留〔14〕,chs. 5-6・
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こでは正面から取りあげることはしない。他方,

社会資本の拡充は,その必要性が叫ばれてから既

に久しいものがあるが,わが国では欧米に,比して

その調達が著しく遅れているといわれている。そ

の中でも道路や上下水道の状態が住宅条件を大き

く左右するのは明らかである。そこで,社会資本

と関係の深い上下水道施設のありなしは,住居の

「質」を規定する要因として,われわれの分析で

も重要な役割りを演ずることになろう。

過去においては,資料の不足のために,住宅事

情の日米比較は十分に行なわれることが少なかっ

た。今までのところ,生活水準の測定という視点

にたって行なわれた住宅サービスの本楯的な比較

研究としては,グリースンのものがあるだけであ

る6)。われわれの作業の意義は,生活水準研究に

おけるこのような欠陥を少しでも埋めようとする

ところに求められよう。作業にあたっては,グリ

ースンの調査を土台として,それとほぼ同一の方

法を使用したが,ただその際,より新しい統計資

料を用い,またグリースンが資料の不足からやり

残した分析を実施したO　まだ不満足な点も多いが,

この作業は,上述のように基本的にはグリースン

の業績を拡張しようとしたものであるから,それ

との関連において検討されることが望ましい。

以下では,まず住居の量的な比較を試みる(寡

2節)。それに続く2つの節では,家賃の変動に

ついて簡単な概観(第3節)を行ない,さらに住居

の質の相違(第4節)を測定しよう。最後に,資料

と概念との簡単な説明を附論としてつけ加える。

2.数量的比較

この論文で「住宅」 (dwellingunit)というのは,.

独立の生計を営なむ目的で使用される住まいを意

味する。したがって,住宅数と棟数とは違う。

物量的側面から住宅水準の上下を云々しようと

するとき,まずひとの念頭に浮かぶのは居住密度

であろうO最も素朴なやり方としては,広くても

狭くでも, 1戸の「住宅」を単位とみなして比較。

を行なうことが考えられよう。いいかえれば,住

Gleason〔7〕.
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第1図　住宅指標の日米比校
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〔資料〕第2-5表によるO

宅は,その広さにかかわりなく,居住する場を提

供することによって十分な効用を生むと想定する

のである。第1図Aは,第2,3,4および5表の資

料にもとづき,人口1人あたりの住居数を求めた

ものである。この際,戦前のわが国にかんしては,

戦後の統計と此すべき資料が存在しないので,図

では参考資料として東京市・大阪市合算によるデ

ータを参考のために併せ掲げた。もちろん,戦前

第2表1人当り住宅数(空家を除く)

年　[日　　　　本】米　　　　国

〔牲〕　* 1944年の偲o
**　市部のみo

〔資料〕日本:第3-5表によるO

米国: U. S.Dept. of Commerce 〔34=〕

各年。

1940　　　　　1950　　　　　1960　　　　　1970

の統計の性格やその信顧性の度合については別途

の吟味を必要とするけれども,それはここでは深

く問わないことにする。ただ,東京・大阪統計に

ついて2点だけ注意を要するのは,まず第1に

1923年の落ちこみほ関東大震災によるもので

あること,また第2にここで利用した資料は住宅

棟数(家屋数)を基礎とすることである。棟数は,

一般に兵の住宅数(number of dwelling units)を

下回る。他方,両市については各年における「低

帯数」が得られるが, 「華帯数」といわれるもの

の中には,標準以下の「住宅」 (即ち,附論に言

う「住宅」の定義に満たないもの)に居住するも

のも含まれているから,この数値は通常のばあい

真の住宅数を上回るであろう。したがって,われ

われの求める「住宅数」は,棟数と髄帯数の中間

に位すると考えられる。そこで,例えば1930年

を例にとると, (世帯数/居住人口)-.240, (棟数

/居住人口)-.159となるので,この年には

.159<1人当り住宅数<.240

だったものと推定されよう。このように考えてく

ると,第1図Aにおける東京・大阪の合計線を,

コ-エン資料による線に痩統すべく全体として上

方移動させれば,真の「1人当り住宅数」に近い

ものが得られるように思われる。
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第3表　戦後日本の住宅事情

経　　　済

〔注〕　*　一時居住者のみの住宅,空家,建築中の住宅,住宅以外の建

物(下静,旅館など)は除く。専用住宅・併用住宅こみO

**　推定中位数(1旺e)O

†なお,東京地区のみについて,参考のため, 1人当り床面積

(mォ)を求めると次のとおりである: (1948)9.21, (1953)

9.6, (1968)10.8, (1963)12.9,および(1968)14.7.

〔資料〕　総理府統計局[25]および[26]各年。

以上の点を留意しつつ,もう一度第1図Aに目

を転ずるならば,次のような事実に気がつく。

1 1人当り有人戸数から判断する限りは,現在

わが国の住宅事情は米国のそれに急速に近づ

きつつある1960年前後と1968年とにおけ

る日本の住宅事情は,各1930年および1935

年の米国のそれにほぼ匹敵すると考えてよい

だろう。一方,第1図Aの日本についてのグ

ラフを1950年あたりから将来へ直線的に延

長すると, 1人当り住宅数という点からいう

なら日本の水準が1960年の米国なみになる

のは1980年頃ということになる。

研　　　究 yok　22　No. 3

第4表　承京と大阪の住宅事情

〔資料〕 (A), (B), (C)は東京市[29],大阪市[20]各年よりそれぞ

れ計算。東京市の床面積と人口とは石　弘光氏の推計であって

大川一同他[19コ　p.225により計算。

(2)東京と大阪の数字を基準にしてわが国の戦前

の事情をみると,戦前には住宅事情が低下し

つつあった時期もあるごとくである。また,

戦前の最高水準(1942年)は, 1960年頃迄に

は達成されたものと考えられる.

ところで, 1人当り住宅数をもって住居条件の

指標とするのは,実はきわめて乱暴である。住居

単位数は家族構成のあり方によっても左右される

から,少なくとも住宅の平均規模が解らなければ,
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第5表　戦時期における日本の住宅事情

〔資料〕 (A): Jerome B. Cohen, [3], p.409.

(B):日本銀行統計局[17], p.13.

住宅水準を論ずるのには無理が伴なう7)oそこで,

次に掲げる第6表ではあらゆるタイプの住宅を含

めて,平均1住居あたりの床面積を比較してみ

た8).この表によれば,物理的スペースという点

からすると,わが国の水準は一貫して米国のせい

ぜい6-7割でしかない。さらに話を借家のみに

限れば,わが国は米国水準の半分にもおよばない

(後掲第9表参照)c 1941年に日本建築学会の1委

員会によって発表された「合理的住居水準」は,

その時点でもかなり控え目なものだったと思われ

るが,この規準によれば,家族数4人の場合は

第6表　平均住宅規模*

日　本　l　米　国

〔注〕 *　あらゆるタイプの住宅を含むo

〔資料〕日本1.総理府統計局〔25〕および〔26].
米国: U. S. Dept. of Commerce,

〔34〕各年.

7)例えば,大家族制度のもとで運営されていた社

会が核家族化した場合には, 1人当り住宅数は見かけ

上増加する。

8)あらゆるタイプというのは∴持家・借家双方を

合めたという意味であるo

-247-

60m2,同5人の場合は80m'を必要とするとの

ことである9)。現在わが国の住宅水準は,全平均

レベルで漸くこの1941年規準に到達したかしな

いかという段階にある。他方,東京地域における

データによって,わが国における戦前・戦後の1
°　°　°　°

人あたり床面積を比べてみると,第1図Bによる

限り,東京地域にかんする戦前(1930年代)の水準

は,戦後にあってはほぼ1960年頃までに回復さ

れたとみてよいように見える。この点は,第1図

Aによる判定と一致しているといえよう。

上に見たような住宅の量的居住条件の日米比較

を,より広い国際的状況の中に据えればどうなる

であろうか。第2図は,水道,水洗便所ならびに

居住密度を縦軸にとり,それぞれと1人当り国民

所得との粕関々係を計算したものである10'。この

ような相関図に意味を認めるとすれば,わが国は

水洗便所についてははるか標準以下の位置にある

ことになる。そこで,水洗便所の有無が住宅の

「質」を規定する要因として重視される時には,

わが国の住宅条件は殊に不利な位置におかれるo

しかし,屋内水道と居住脅歴とに関しては,わが

国の住宅はほぼ「身分相応」のところにあるとい

えそうである。もっとも,米国の場合も,古くさ

かのぼれば水道や水洗便所,風呂などが一般化し

ていたわけではない。既に触れた1918年頃の米

国社宅調査によれば,近代的設備をそなえたもの

は半数をはるかに満たないのである(第7表)oた

だしこの調査では,対象が社宅であるために,平

均以下の住宅に偏っている恐れはあろう0

3.家賃の日米比較

家賃は,住宅サービスの価格であるから,基本

的には一般の財と同じ様に,需要と供給との関係

で決まってくる。ただ,住宅サービスには他の財

と異なる幾つかのきわだった特徴があるoその1

っは,住宅が耐久性の大きい財であり,年々のそ

の増加分は現存するストックのごく僅かな部分を

9)東京都立大学都市研究会〔13〕 pp. 336-38に
ょる(川名書ヱ門氏執筆)0

10)第2図のような相関図の発想は谷〔12〕 pp.
151-56に負う。
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第2図　住宅指標の国際比較
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.24

Fi--106.6+63.81ogJ
(17.9) (6.5)

(克-.73, d-2.6)
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>
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〔注〕上図中の番号は下記の国名に対応する。カッコ内の数字は統計の

対応する年号を表わし, 2つのうち最初が1人当り国民所得, 2

番目が住居指標を示すo

1.マラウイ　67-67)　　　　　15.パラグアイ(63-62)

2.モーリタス.3-60)　　　　　　　ペルー(63-61)

3.ホンジュラス(英領)(63-60)　17.ブルーナイ(58-60)

4.コスタリカ(63-63)

5.ドミニカ共和国(63-60)

6.ガテマテ(65-64)

7.ホンジュラス(63-61)

8.ジャマイカ(63-60)

9.ニカラグア(63-63)

10.カナダ(63-61)

ll.プェルトリコ(60-60)

12.米国(63-60)
13.アノレゼンチン(63-60)

14.コロンビア(66-64)

18.セイロン(63-63)

19.サイプラス(63-60

20.イスラエル(66-66)

21.韓国(63-60)

22.日本(63-63)

23.デンマ-タ(65-65)

24.フィンランド63-60)

25.フランス(68-68)

28.西ドイツ(63-60)

27.ギ1)シア(63-61)

28.アイスランド(60-80)

研　　　究

29.ァイノレランド　6-66)

30・ルクセンブノレグ(63-60)

31.オランダ(58-56)

32.ノルウェー(63-
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34.スウェーデン(65-65)

35.連合王国(63-61)
36.ニュージーランド(66-66)

占めるにすぎないことである。したがって,住宅

は他の消費財と比べて相対的に長い期間の問,そ

の供給量が固定されるという特色を持つ。その第

2は,住宅サービスの限界費用がその平均費用に

此してきわめて低いということである。そこで民

間借家の場合,短期には,可変費用が償なわれる

限り,家賃は需給関係に応じてほとんどいかなる

額にも下り得よう。しかし十分長い時間が与えら

れれば,長期費用曲線に沿うて住宅供給量を調並

するカが働らくから,均衡では建築価稗P,必要

経費をさし引いた純家賃R,そして収益率pの3

着の間には次の関係が成り立つであろう11)

B/P-p

そこで,例えば住宅需要の増加のためにRが上昇

すれば,やがて新しい建設が行なわれて住宅供給

が増大するだろうし,供給費用の上昇のためにP

が増大すれば,他の事情にして等しい限りBも次

第に高くなって行かざるを得ない。第3の特徴と

してあげられるのは,各々の住宅が地理的位置

(通勤距離,環境等),床面積,間取り,諸設備,

庭面積,構造,その他多数の要因によって異なっ

た特性を有することである。したがって,住宅の

市場は大別して持家と借家のそれに分かれるだけ

でなく,一般に独占的競争の性格を持つというこ

ll)例えば, t時点における建物価格をPt,期末

家賃収入をRtとすれば,バランスのとれた状態では

p.-差て岩戸 ㌃

であるから, n→∞のときを考えるなら,もし最終項

が消滅し,かつ-ffil-J?2----R(一定)とすれば

Px-Rlp

となる。なお,この式が成立している場合には,借家

住いも持家も経済的には全く同等であるが,価櫓の期

待変化率が上昇するようなケースではこの両者が必ず

しも等価でないこともあろうO　また,戦後暫らくの問,

借家が売却されて持家化したために,借家の絶対量が

減少した時期があるが,その1因は家賃統制のために

Rが頭打ちになっていたことにあるように思われるo

Cf・谷〔12〕,pp. 26, 41-43,49-57など。
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日
本
指
数
4
-

住宅事情の日米此較: -試算

第7表1918年頃の米国社宅状況(2)　　　　　　単位: %)

〔注〕 *　○印は「あり」, ×印は「なし」を表わすD

〔資料〕 Magmisson 〔8〕, p. 46から算出0

第3回　日米家賃指数

i

0

> I I ' 蝣蝣< I ' .-' M I ' " I ' " ' I ' ' I ' I " > ' I I ' ' ' I ' I I I I

`
日本にお ける

東京 ( 193 4 - 3 6 = 1 00 ) 人 口 5万以 上の

/ / 蝣蝣・蝣・ 都 市 (1 96 5 = 10 0 ) 7 I

l0

0

0

/ lて ‥▼ /

大 阪 ( 19 34 - 36 = 1 00 ) ′′ ]

′
′/

/一
.′′! 1

′

/fI/II 、、、く 国 (194 7 - 4 9 = 1 00 ) ′′ノ′′′′′/ ～′ l

0

. ー _ / 「 / /J I …

1 91 0 1 92 0 1 93 0 19 4 0 19 50 1 96 0 19 7 0

〔資料〕米国: U.S.Dept.of Commerce〔33〕 pp.125-27および〔35〕.

日本:大川-司佃〔18〕,および総理府統計局〔27〕および第8表より,それぞれ計算したものであるoなお,東京

市家賃のひとつの基礎とされている上田推計は,東京府の資料〔28〕,〔30〕との此校によれば,初卿こは高す
ぎ, 1930年には低めのように思われるO
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とができよう12)。さらに,第4として,住宅サー

ビスに対する需要は,実質所得と価櫓(家賃一物

価此率)の他に,華帯主の年令,家族構成,資産

保有高,および投機要因によって大きく左右され

る。その他では,税制にもかなりの影響力があり,

例えば米国の場合はその結果として持家需要が増

える傾向にあるという13)。特に家族構成について

は,ライフ・サイクノレに応じて,借家-持家-

借家といった需要の変化が現れることもあろう14)。

以上のように種々の特徴を具えた市場で決定さ

れる家賃は,過去において第3図に示されたごと

き動きを示してきた。日米の大まかなパターンは

類似していて1920年代および1950年以降に急

激な上昇を見せ,また1930年をはさんで下落の

時期が顕著に表われている。実際に1935年代に

は,米国の借家市場では空家の率がきわめて高か

った15)。わが国の場合落ち込みが米国ほどでない

のは,急激に発達を遂げつつある大都市のデータ

であるせいかもしれない。さらに,第2次大戦後

のわが国ににおける家賃の高騰は,需要の伸びと

土地価格を中心とする建設費用の上昇との両面か

ら説明されよう。また1960年代後半に至り,莱

国の家賃も増加率を高める傾向が見られるのは重

大である。なあ第3図に示した大阪家賃指数は,

今回新たに推計したものであって(第8表参照),

その動きには東京指数に先行する傾向のあること

が注目される。これは,大阪地方の物価の動きと

軌を一にする特色かもしれない。

第9表は,第3図を補足する意味で,主として

戦後における民間借家の単位面積当り家賃を,日

米両国について比較したものである。この表によ

れば19S0年代における日米家賃の相対比率は約

89(円/a)であるが1968年には253(円!S)へと上

12)以上のような住宅市場の特質をより詳細に論

じたものとして, Blank and Winnick〔2〕とDuesen-

berry〔5〕,ch. 7とをあげておく。

13)住宅需要の分析としては,例えば, Muth〔9〕,

Reid〔10〕,de Leeuw〔4〕などを参照されたいo　これら

の研究は,いずれも恒常所得仮説を採用している。租

税の影響を分析したものには, Aaron〔1〕がある0

14) Smith[11],pp. 51-53.

15) Blank and Winnick[2],pp. 193-9

柄 究 Vol.22　No. 3

第8表　大阪市家賃の推計(1910-39)

午

家 賃 資 料 推 定 家

賃 憎 数

(1934-36 = 10 0)指 数
1 畳 当 り
家 賃 月 額

1 91 0

ll

12

13

14

1915

16

17

18

19

1920

21

22

23

24

1925

26

27

28

29

1930

31

32

33

34

1935

36

37

38

39

① 100.00

103.26

114.70

120.04

131.」

13 9.10

14 9.80

165.44

182.70

203.72

255.71

2甲 .30

299.39

⑦ 100.00

99.48

8.77

97.81

97.28

6.43

95.93

95 .3 1

95 .1 7

95 .10

95一20

円

ゥ 1.04

③ 1一16

⑨ 蝣1 .30

④ 1.42

⑤ 1.39

くり蝣1.27

⑦ 1 .25

2 9.28

3 0.22

3 3.5

35.16

38.54

40.74

43.8

48 .43

6 3.53

5 9.i

74.88

81.63

91.05

102.04

7

111.46

109.ll

7

104 ∴7 1

104 .16

103 .4

10 2.4 3

1 02.04

1 00.」

100.47

9.76

99.69

89.61

99.69

98 .1 2

〔推計方法〕指数によって家賃を古い方-延長し,その上で1934-36年
べ-スに換算したものである。系列①と③の使用に当って

は, .)ンク倍率に1921,1922両年の幾何平均を用いたo

〔資料〕 ①:大阪市社会部〔24〕, p.94の第53表より計算(調査戸数
l,050)c

⑦:大阪市社会部〔22〕, pp.54-5　の大・中.小住宅家賃指数
を,調査時(1938)の各住宅数をウェイトとして加重平均した
ものである(大住宅1,481,中住宅1,859,小住宅1,872;

店舎乱空家および1929年以降に建築された住宅を除く)o
⑦:協調会〔16〕による。職工および俸給生活者についての合

計(調査戸数195〔1921〕,216〔1922〕,および207〔1923〕)O
④:大阪市社会部〔23〕第3号(1927刊), p.236によるO 「純

住宅」のみの数字を採用。 「Fll流階放以下」を対象とした調
査である(店舗その他を含めた平均は1.61円;調査捻数
3,029)。

⑤:大阪市社会部〔23〕昭和元年版(1928刊), p.142より計

算。筋肉労働者を対象とした調査である(調査総数548)
⑥: ⑨の資料(pp.1-33)より算出o
⑦:大阪市社会部〔22], p.79によるO 「普通住宅」ノの家賃で

ある(調査数不詳)0

昇しており,わが国で単位面積当り家賃上昇率が

相対的に激しかったことを物語っている16)。

なあ　わが国の家賃データは権利金や礼金を含
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第9表　民営借家の家賃

住宅事情の日米此較: -試算

〔注〕券1960年の米国データと1968年のデータとは,それぞれ特別

集計の結果から求めたものである。その他の数字の推計方法

については,少しく説明を要する(i)U.S.の床面横: 1960

年の全住宅の平均1戸あたり床面積は　3.94m2であるが,

特別集計から求めた借家1戸あたり床面積は同年について

75.41m2であった。そこで他の年次についても,一様に両

・者の此率(.8027-75.41/93.94)を乗ずることによって,借家

の床面積の推定値とした　ii)日本の床面積:住宅統計調査

では,総床面積と家賃とはそれぞれたたみ数単位で報告され

ている。たたみ数には,居住もしくは就寝に使用しえない床

面積(台所,廊下など)は含まれず,この点米国センサスとは

定義が異なる。ところが, 「床面積」という時には,一切の

スペースが含まれており,米国の定義にほぼ合致すると考え

られる1968年の特別集計結果によると,床面積合計とた

たみ数との比率は民営借家の会場　2.98(-33.80/ll.35)で

あるから,ややひかえ日にみて, 2.5をたたみ数に乗じて床

面積に変換することVL_したO

**　市部のみ。

♯　推定中位数による。

T　大阪市推定家賃

†† U.S. 〔34〕の1937年版所載のTheFinancial Survey

of Urban Housing(1933年調査)によれば,平均家賃は$

21.92/月である。この値は,伐りに床面積が1940年と同一
だったものとして求めたもので,恐らく過少推定になってい

よう。

〔資料〕第6表に同じ(ただし, 1968の日本の数字は特別集計結果によ

る)a

んでいないから,その点で実態より過少だといわ

ねばならない。権利金に関する資料はきわめて乏

しいが,経済企画庁が帰属家賃の推定に当って計

算した所によれば, 1963暦年中の1ケ月当り地代

家賃総額(19,873百万円)に対して,推定権利金

(1ケ月当り)の額は約6.6%(1,313百万円)だった

(〔15〕 pp.12.7-42)t　その他の出費があることを

考慮すれば,わが国の実際の家賃は住宅統計の数

字よりも1割がた高いと考えてもよいであろう。

これまで扱った家賃統計はすべて民間借家の数

16)なお,第1,7表で紹介した米国給与住宅53,176

戸の家賃の推定中位数は$6.1であるから,当時とし

ても破椿の安さだったことになる(Magnusson〔8〕,p.

49)c　ちなみに,第9表における1933年の家賃と家賃

指数から逆算すると, 1918年の1戸当り平均家賃は

約621である。
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第10表　消費支出中に占める家賃支出の割合
(単位: %)

〔資料〕 U.N. 〔32〕, Vol.1.から算出。

字であるが,帰属家賃を含んだ家賃統計としては

国民所得勘定のものがある(第10表)O　これによ

ると,消費支出総額に占める家賃部分(rentand

water charges)は北米2国において最も大きく,

他方開発途上諸国では一般に小さい。恐らく米国

やカナダでは,住宅需要がきわめて旺盛で,需要

函数の切片が比較的上方に位し,かつ所得弾性値

も相対的に大きいのではあるまいか17)

4.住宅サービスの質的比較

さきにわれわれは住宅の居住密度や床面積の大

小をもって住宅サービスの水準を推測した(第2

節)。しかし住宅の質は,広さだけにかかわるも

のではない。今迄述べたのは,住宅事情が逼迫し

ている場合には, 1人当り床面積の最低条件を確

保することが先決となるというにすぎない。しか

し,欧米的観点に立つならば,住居の大小以外に

いわゆる諸設備(utilities)が,住居のサービス価

格の重要な決定要因である。そこで,不十分では

あるが,さしあたり上・下水道設備の有無で家屋

17)米国家賃支出の所得弾力性測定につい七は,

de Leeuw〔4〕を見よ。
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を分類し,各々のウェイトを求めて,この基礎の

上に日米住宅の賃貸価格を計算してみよう。

この節で報告する作業は,ギルバートとクレ

ィヴィスの2項比較(もしくは2国間比較方式;

binary comparison)の方法を日米家賃に応用した

ものである18)。すなわち,同方式によれば,まず

(i)住居を特定のタイプ別に分類して牽き,

(ii)それに対応する住居サービスの価格(即

ち家賃)を同一のタイプ別に求める。

(iii)その上で,下記の4種類の家賃(タイプ

別加重平均)を推計する:

A)日本式住宅の日本における賃貸価格(円表

示, ∑RjQj),

B)日本式住宅の米国における賃貸価格(ドノレ

表示, ∑BaQj),

C)米国式住宅の日本における賃貸価格(円表

示, ∑BjQa),および

D)米国式住宅の米国における賃貸価格(ドノレ

表示, ∑BaQa)t　ただし別ま家賃, Qはタ

イプ別戸数, Jは日本, Aは米国を表わす。

(iv)次いで,実質購買力等価比率を求めるた

糾こは,物価指数UIB)または(Pin)を計

算する。フィッシャーの理想算式を用いれ

ばJqDである19)。

(Ⅴ)また,住宅サービ,スの直接比較のために

は,数量指数(AIc)または{BID)を求める。

理想算式によればJ布である。

この節では(iv)以外の他の4過程を計算する。

上・下水道の設備・は,その普及度や量において

両国で著しい違いがあるが,分類基準として仮り

に水道の有無,水洗便所の有無,および浴槽の有

無の3着を柱とすることにすれば,第11表に示

すように,合計8通り(-23)のタイプを考えるこ

とができる。表中に示した数字は,それぞれのタ

イプが占める割合を例示したものである。明らか

に,タイプ5は　a,bいずれもが内容的に意味が

ないから除外することにして,デ-タの事情を勘

18) Milton Gilbert and lrving B. Kravis 〔6〕,

pp. 135-55.

19)フィッシャーの理想算式には理論的な意味づ

けはない。単なる幾何平均と思えばよい。

研　　　究 Vol.22　No. 3

案しつつ,その他のタイプを次の3種類にまとめ

ることにした。 (1)タイプi; (2)タイプ2および

第11表　設備による住宅の分類

タイ プ

設備 の種窺 分 布 例

水道 水洗便 所 浴槽 日本 (1968年 )* 米 国 (1 94 7年 )* *

1

2

3 a

3 b

4 a

4 b

5 a

5 b

有 有 有

有 有 無

有 無 有

有 触 無

無 叙 有

無 無 頼

無 有 有

触 有 無

6 .61% 7 7.21%

4 .4 0

芸 .54 巨 12

= 霊 巨 0 ニ

100.00

〔注〕　*　民間借家(設備専用)。合計数-4,022,294.
36 *　非農有人住宅o合計数-32,354,000.

〔資料〕第9表と同じO

タイプ3;そして(3)タイプ4。しかし,これらの

3分類をもってしても,両国データを年次別に揃

えることには困難がある。そこで,さらに次のよ

うな補正手段を講ぜねばならなかった。すなわち,

(イ) 〔日本〕1968年の民営借家(設備専用)におけ

る比率:

(タイプ1住宅数)/(タイプ2住宅数)-.338

を全住宅にも適用してタイプ1住宅数を求めるo

(ロ) 〔米国〕住宅の保存状態(良好対不良)の差は

無視する。さらに1956年の比率:

(タイプ2,3住宅数)/(タイプ2,3,4住宅数)-.470

を1960年と1968年にも適用して1960年およ

び1968年のタイプ2,3住宅数を求める。

次に,上の3タイプ別賃貸価格だが,このデ-

タはきわめて限られているので,わが国について

は1968年の資料(特別集計)を,また米国につい

ては1940年の資料(グ)) -スンの作業に用いられ

たもの)の2つを使用する以上に出ることはでき

なかった。わが国の家賃は民営借家設備専用を,

また米国のそれは全住宅を対象とした数値である。

第12表はこのような推計過程を経て求められた

結果である.なあ　設備以外に,床面積の差を調

整するため,わが国の家賃は2種類算出した。カ

ッコ〔 〕内に示したのは,合計床面積が50m'以

上の住居についての数字である。これは　50mz以

上のものについては,その平均床面積が70.4mz

(1968年)で,米国の借家の平均床面積が大体
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第12表　住宅サービスの質的比較
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〔注〕　　*　合計床面積が50m?以上の住居についての家賃を〔 〕内に示すO
**　農村地域住宅を含むO

***　米国家賃を日米間の規模の差について調整して使用。
T　　上記注(*)の数字を使用。

〔資料〕日本:総理府統計局〔25),1963,1968;米国: U.S.Dept.of Commerce 〔34〕各年およびGleason 〔7〕,邦訳p.270-74.

75.4m2(1960年)程度なのにほぼ対応すると考え

たからである。一方,米国側家賃を日本式住宅の

規模に調整するためには, .90を乗じた。この根

拠は, 1960年米国センサスの追加集計によれば,

大都市圏内の借家の場合, (2部屋住宅の家賃)∫

(5部屋住宅の家賃)-.915であることによる。

第12表の数字を使って,上述の比率(v)(数量

指数)を求めてみよう(第13表)。この結果によれ

第13表　住宅サービスの2項比較試算

〔資料〕第14表より計算。

ば,日米における住宅の質は, 1960年代初頭か

ら1968年の間にそれぞれ3.8%および5.6%上昇

したことになる。一方,わが国の住宅サービスの

質は,米国のそれの半分にも満たない。

ところで,日米間の住宅について数量指数を作

成するためには,上述以外の便法がある。それは,

まず国民所得統計から国民1人当り家賃支出額

(帰属家賃こみ)の日米比率を求め,次にこれを購

買力等価比率で除するという方法である20)しか

20)溝口敏行氏のご指摘による。

しながら,われわれのプロジェクトによる購買力

等価比率の計算値は,未だ模索の域を脱していな

いので,この点の検討は将来に委ねることとした

い。

5.結　語

この論文では,日米両国における住宅サービス

の比較を行なう試みとして,いくつかのデータと,

それにもとづく試算が教程紹介された.いうまで

もなく,残された問題はあまりにも多い。例えば,

建物の構造別や建材別に分類された資料があった

ならば,われわれの分析ももっと色彩の豊かなも

のになったことであろ'ぅ。さらに,わが国におけ

る社宅や公有住宅をどう扱うかという問題は,こ

こでは全く触れることができなかった。わが国で

は,全住宅の約6割が持家であるが,残りの借家

のうち公営のものが15%,民営借家(設備専用)

がW%,民営借家(設備共用)が21X　最後に給

与住宅が17%という振り割りである(1968年住宅

統計調査)。だから, 3節以降でわれわれが家賃を

問題とした時,そこで対象となった住宅は全体の・

約2割弱に過ぎず,さらに借家群の中で約4割を

占める公営・給与住宅が正面からは問題とされな

かったわけである。もしこれらの公・社営住宅が

無ければ,家賃相場は実際よりも上昇し,住居サ

ービスの質は低下していたに違いない。こういう

訳で,われわれの試みた計算は,きわめて限られp

た意味しか持ち得ぬものである。

さらに,われわれが用いた2項比較方式の致命
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的な欠陥にも触れて串かねばならない。それは,

この方法が2国問比較にのみ使用可能なことであ

るO　ひとがもし国際比較を試みる場合には,根本

的な方法論上の再検討が必要なゆえんである21)

これらの欠陥にも拘らず,われわれの試算から

は,次の所見が得られた。それは,住宅の質は近

年来両国で徐々に改善されつつあるが,日本のそ

れは未だ米国の半分にも達しないということであ

る。この分析が, 「実験的」性椿のものたること

は争えない。しかしながら,ここで得られた知見

が,将来の研究のひとつの基盤となるならば,わ

れわれの目的は十分に果たされたと言ってよい。

附論.資料と概念

この節は,住宅事情にかんする基本的資料の所在につ

いて概観すると共に,住宅の語義について改めて定義を

与えるのが目的である。

住宅事情にかんする最も詳しい統計資料は,日米両国

ともに住宅センサスから得られる。わが国の住宅センサ

スは『住宅統計調査』と呼ばれ,総理府統計局によって

1948年に開始され,以後5年おきに実施されている。

現在利用可能な最新のものは1968年10月1日調査のも

のである。一方米国の住宅センサスは,国勢調査の一環

として10年ごとに実施され,その成果も人口センサス

と並んで刊行される。

日本の住宅状況にかんしては,センサス以外にも,吹

の3統計調査から資料を求のることができる。その第1 I

ほ『家計調査年報』,第2は『小売物価統計調査年報』,

第3は『国勢調査』であって,いずれも統計局によって

執り行なわれるものである.これらのうち家計調査は住

宅費の総額を与えるにすぎないが,小売物価調査は建物

の種類や構造別に相当程度詳細なデ-タを提供しており,

時系列分析に恰好の材料となるO第3の国勢調査は,主

として戦後の期間についてだけではあるが,人口のみな

らず住宅事情についても調査を行なっている。われわれ

の作業においては,主として住宅統計調査を使用し,上

記の3統計についてはこれを補完するものとして援用し

た。さらに,わが国の第2次大戦前の住宅事情を知るた

妙には,東京市および大阪市から発行された調査資料も

活用できる。ただし,これらの資料はきわめて散在的で,

その信束性について十分明らかでないものもある。

21)倉林義正氏のご指摘による。
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嘩方,米国の住居サービスにかんしては,センサスに

よるもののほかに　B.L.S.によって行なわれる消費者

物価調査があり,本論文にもその成果を利用している。

また,米国の戦前の調査としては　1933年の　The

Financial Survey of Urban Housingや1934年のReal

Propertylnventoryなどがあり,戦後についてもわれわ

れが未見の資料が多数あることと思われる。

なあ　上記の藷統計のうち, 1968年の日本の住宅セン

サスについては特別集計が行なわれ元ので,われわれの

作業でもその結果によるところが多い。

次に, 「住宅」および「家賃」の語義について説明を

加えておく。まず,米国の1960年センサスの定義によ

れば,独立の生計を営なむ目的で使われているものなら

ば,一戸建ての建物であろうと,アパートであろうと,

あるいはたった1つの部屋であろうと「住居」であるこ

とに変りはない。したがって,以上の条件を満たす限り,

移動住宅(トレイラー),テント,船舶,あるいは客車の

ようなものでも独立の「住宅」としての扱いをうけるO

一方,仮りの住まいとして使われるばあいには,それが

いかに設備のよいものであっても「住居」としては扱わ

れない。ホテルなどがその良い例である。

わが国の『住宅統計調査』における定義も,本質的に

は米国のそれと同じである。ここにいう「住宅」とは,

そこに居住する丑帯が独立した家庭生活を営なむために,

次の3条件を具なえていなければならない。すなわち,

(1)外部もしくは共通の廊下に直接通ずる出入ロがあ

ること;

(2)少なくとも1箇の部屋を有す、ること;および

(3)〔a〕専用の台所流しと便所とがあるか,または〔b]

他の准帯の住居を通り抜けずに直接使用可能な共

用台所流しと共用便所とがあること,

である。

「家賃」の定義には,国によって微妙な違いがある.

米国では,家賃は光熱・水道費(utilities)を含むことが

多く,アパートなどでも水道代,暖房費,ごみ処理費等

は家賃中に含まれる。これを契約家賃(contractrent)と

いう。さらに借家は,一般に家具つき(furnished)衣

具なし(un furnished)の2種に大別され,前者の場合に

はじゅうたん,ベッド,椅子・テープノレ　TV,ラジオ,

調理台(range)等々家具一式はもとより,リネン類(シー

ツ,枕カバー)と食器一式が附属することもある。後者

の場合でも,調理台,冷蔵庫はついているのが普通であ

るO　これらの種類によって家賃が異なるのは首うまでも

ない。
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これに対してわが国では,家賃といえば設備・家具・

什器の一切つかない住居に対して支払われる価格であっ

て,米国式にいえばスペース家賃(光熱費ぬき家賃;

space rent)にほぼ相当する。したがって,日米間の比

較のためには米国の統計から得た契約家賃を調整して,

わが国のデータと比較可能なものとする必要がある。

(一橋大学経済研究所)
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